
決算書掲載頁　223・229・233

内
訳

学校管理下における災害について医療費等の保障を確保するため。

引き続き、学校管理下における児童の災害等に対する保障のため、引き続き災害共済制度への加入や給付金の申請・
支給等に関する手続き等の取りまとめを行う。
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教育推進部教育総務課、子ども・福祉部子ども子育て課
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A

保護者からの申請に基づき、学校を通じて適正な給付手続きを実施した。

A

保護者からの申請に基づき、学校を通じ
て適正な給付手続きを実施した。

A

A
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学校管理下における災害につき、生徒の保護者に対し、適切な災害給付を行う。
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学校管理下における災害について医療費等の保障を確保するため。
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1

直営 昭和47年度以前 独立行政法人日本スポーツ振興センター法

市立小学校に在籍する児童
児童数（実査）　6130 人

学校管理下における児童の災害等に対する保障のため、引き続き災害共済制度への加入や給付金の申請・支給等に
関する手続き等の取りまとめを行う。
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事業：学校（園）保健管理事業                               

１．災害給付制度について 

市立小中学校、幼稚園の管理下における児童生徒等の災害（けが等）については、学校設置者である市が、児童

生徒園児が保護者の同意により、その児童生徒等について独立行政法人日本スポーツ振興センターとの間に災害共

済給付契約を締結しており、学校・園管理下における災害にかかる医療費等に対する給付を受けることができる。 

 

２．教育委員会事務局の処理する事務 

 (1) 共済掛金の徴収、支払 

      保護者より市立学校園を通じ、共済掛金の保護者負担分を徴収し、学校設置者負担分をあわせて独立行政法  

  人日本スポーツ振興センターに支払う。 

  （参考）保護者からの徴収金額 ４６０円（掛金額の１／２） 

 

 (2) 給付事務について 

   学校管理下にて発生した児童生徒園児等の災害について、要した治療費等に関し、保護者からの請求に基づ 

  き、教育委員会事務局にてとりまとめ、独立行政法人日本スポーツ振興センターに請求する。 

   同センターは、請求に基づき支払額を決定の上、保護者へ給付金を支払う。 

 

 

細事業：災害共済給付共済掛金（小）                 

 共済掛金支払額について 

区 分 対象人数 単 価 金 額 

一 般 ４，６１７人 ９４５円 ４，３６３，０６５円 

要保護分 １０２人 ５５円 ５，６１０円 

準要保護分（センター補助※） ３０６人 ７１５円 ２１８，７９０円 

準要保護分 ３１３人 ９４５円 ２９５，７８５円 

未加入分(前年度中途加入) ３人 ９４５円 ２，８３５円 

合 計 ５，３４１人 － ４，８８６，０８５円 

 

 

  ※ センター補助 

    ･･･ 独立行政法人日本スポーツ振興センターが、準要保護該当者の一定人数分について、補助を実施するもの。 

    

 


